


































最後に

 以上、特に男性側からのレンズを通して避妊行動やそれに伴う認識などを見てきたが、

コンドームの使用、不妊手術の選択、出産の合意・決定には夫婦・カップル間のコミュニ

ケーションの密度が大きく左右することが明瞭に浮彫りにされた。

 当たり前のことだが、もともと妊娠は男女両性が関わらなければ成立しない。だが多く

の場合保健医療の領域では特に妊娠を担うものとして女性の健康がフォーカスされてきた。

STD 感染と性行動の因果関係が一般に強く認識され始めて男性の生殖健康についても目を

向けるようになった風潮は結果的に望まない妊娠を防ぐうえで歓迎すべきことなのかも知

れない。

 STD 感染危機とピルの解禁間題はいろいろな分野からの議論を呼んでいるが、たとえぱ

ピル処方の際医療テストの確認を義務づける等の解決策が考えられる。 思春期保健の現

場では学校や教育委員会との軌轢が性教育の徹底に歯止めをかけるものになっているとい

う印象が拭えない。アカデミズムと現状が噛み合わないのは何も性の問題だけではないだ

ろうが、タブー視される足伽を負っているだけに早急な進展は望みにくい。

 日本でも異性間の HIV の感染が増えてきた昨今、もはや傍観者の立場をとれなくなって

きたことは明白である。これが口実とされるにしても若いうちからの男性の避妊に対する

充分な動機づけは必須だ。それによってもたらされる望まない妊娠の防止と STD 感染予防

のどちらか Bi-Product であれ、基盤となる個人のウェル・ビーイングは社会のウェル・

ビーイングでもある。男性の役割の認識は避妊の決定、コミュニケーションの程度を位置

づけるうえで社会基盤の道筋をつくる重要な一歩である。フランスのカトリック教会は最

近になって漸く避妊具の使用を容認する意向を示し、深刻な現実を見つめた重要な進展だ

と評価された。また、アメリカでは十代の妊娠の問題を重く見で民間レベルの運動にとど

まらず国家レベルで社会政策に乗り出す構えを示した。包括的な検討が求められる一方で、

問題の一っ一っが行政、メディア、公衆衛生など違った視点から時代の流動を捉えながら

それぞれの次元で議論されるべき問題なのかも知れない。


